
※注：東日本大震災の特例として，実勢単価等を官積算により算出することで，証明書類のとり
　　　まとめ・提出を不要とする簡素化の運用が選択可能

単品スライド条項（契約書第２７条第５項）の適用に当たっての
「受注者」処理フロー例

単品スライド請求検討

運用①

新たな運用（R4.8制定）

運用②

簡素化運用（R4.8改定)

特定の主要な工事材料の

価格が著しく変動

適用運用の選択

（※注）

証明書類のとりまとめ・提出不要証明書類等のとりまとめ・提出必要


